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１ 取組の背景 

 高尾森林ふれあい推進センターは、高尾山国有林を拠 

点に森林教室や体験林業、ネイチャークラフトをはじめ、 

体験型公募イベントなどを行っています。森林教室では、 

高尾山の「いろはの森」を拠点に、主に児童を対象とし 

た森林教室等を行っています。近年、この「いろはの森」 

の歩道は、健康増進や森林環境教育の一環として、高齢 

者や児童による登山者が多く見受けられるようになりま 

した。しかしながら、歩道の一部には、近年の豪雨等の 

影響からか、地表面の浸食や段差工の劣化が顕著に表れ、 

「木製段差が一部崩壊していること」「段差が高いことか 

ら利用が敬遠され、道幅の拡大による周辺植生への影響 

が出ていること」「歩くことに集中し、森林を見渡す余裕 

がないこと」などが課題となっています（写真１）。 

 この原因としては、段差の高さが影響していると考え 

られます。段差が高いと足への負担や、つまずくことに 

より転倒することも考えられます。現地の段差を測定し 

た結果、高さが 27cm、37cm など様々ありました（写真 

２）。段差を適切な高さにして歩きやすくすれば、転倒事 

故なども少なくなると推察します。 

  

２ 具体的な取組 

（１）森林ボランティア団体等との連携 

このため、高尾山を拠点として活動する森林ボラン 

ティア団体は、この課題解決や環境美化活動等を通じ 

て高尾山国有林等での森林保全活動に資することを 

目標に、東京神奈川森林管理署と「多様な活動の森に 

おける森林保全活動等に関する協定」を締結し、この 

取組に当センターが支援する体制をとりました（図 

１）。この連携により、ボランティア会員の中には、現 

地の林内地形や登山者の動向などに詳しい者が多い 

ことに加え、歩道修繕の技術の共有と継承が図られる 

ことが期待されました。主な取組としては、森林ボランティア団体等と連携した森林保全活動の取 

組を通じて、「登山者の安全や利便性に貢献すること」「登り下りしやすい段差寸法を分析すること」 

「雨などの浸食に強く簡易で丈夫な段差を試みること」などです。 

 

（写真１ 「いろはの森」木製段差の状況） 

（写真２ 木製段差の高さを調査） 

（図１ 連携体制のスキーム） 



（２）好ましい段差寸法の分析 

階段は、段の一段の高さのことを「蹴上げ」（け 

あげ）、段の幅のことを「踏面」（ふみづら）と言 

います。「蹴上げ」が低すぎると、上げ幅が分から 

なくなり、足を引っかけやすくなります。逆に、 

高すぎると、歩幅が大きく負担が増します。「踏 

面」が長すぎると歩幅が合わず、一方の足への負 

担が増します。逆に、短すぎると踏み外すおそれ 

があります（図２）。 

    

 

 

建築基準法などは、階段の最低基準が定められ 

ています（表１）。例えば、住宅では、「蹴上げ」 

23cm 以下、「踏面」15cm 以上、小学校の施設では、 

「蹴上げ」16cm 以下、「踏面」26cm 以上、バリア 

フリー法に係る施設、駅や歩道橋等の階段は、「蹴 

上げ」16cm 以下、「踏面」30cm 以上などの基準が 

あります。なぜ、公共施設関係は、「蹴上げ」16cm 

以下、「踏面」30cm 以上が多いのでしょうか。 

 

 

 

階段には、登り下りしやすい階段寸法の算出方 

法として「蹴上×2+踏面＝55～65cm」という計算 

式があり、標準的な日本人の歩幅は 60cm 程度と 

いわれていることから、55～65cm の数値の範囲 

内であれば適切となります。例えば、「蹴上げ」 

16cm の２倍に「踏面」30cm を足すと 62cm とな 

り、55～65cm の範囲内で適切な寸法と判断でき 

ます。一方、「蹴上げ」23cm、「踏面」30cm では 76cm 

となり、角度も大きく転倒リスクが増します。 

 

（３）階段基準等を勘案し丈夫な木製段差を計画 

   これらの各階段基準を勘案し、「いろはの森」 

は国定公園でもあることから、自然公園等施設 

技術指針を準拠し、段差は「蹴上げ」16cm 以 

下、「踏面」25～30cm 程度を基準とすることに 

しました。また、雨や歩行による浸食の影響を 

少なくするため、周辺にある中小の石を敷き詰 

めて段差の強化を計画しました（図４）。 

 

（図２ 階段の名称及び高低差等の違い） 

（表１ 建築基準法等の階段の最低基準） 

（図３ 登り下りしやすい階段寸法の計算方法） 

（図４ 木製段差の作設計画） 



（４）児童の歩行動作を確認する 

次に、ボランティア団体と共に現地において森林観 

察をする児童の歩行動作を確認しました。観察のポイ 

ントは、「既存の木製段差を利用しているか」「体を横 

向きにして下りていないか」「地面に手をつきながら 

下りていないか」「他者の手を借りて下りていないか」 

などです（写真３）。この観察ポイントで発生した 

問題の箇所を中心に修繕箇所を選定しました。また、 

作業にあたっては、作業前の安全ミーティングや作業 

の訓練なども行っています。 

 

（５）木製段差の作設 

資材は、森林保全活動等で発生した 

細い間伐材を森林教室の丸太切り体験 

で利用し、さらに余った８cm 程度の丸 

太を活用しました。丸太を２段に重ね 

ると 16cm 以下となり、分かりやすく設 

置できるためです（写真４）。 

 

 

 

丸太を固定する杭は、紐でバランスを 

取りながら垂直に打ち込みます。杭を打 

ち込むポイントは、固定する丸太の最上 

部と同等の高さにするか、あるいはそれ 

よりもわずかに下げることにより、歩行 

者による靴のつまずきを防ぎます。その 

後、石を埋め込む穴を掘り、中型の石を 

敷き詰め叩いて安定させます（写真５ 

）。 

 

 

さらに、中型の石の隙間に小石を詰め 

ながらハンマーで叩きます。最後に、土 

を被せて水平に安定させ高さを確認し 

ます（写真６）。 

 

 

 

 

 

 

（写真４ 木製段差の作設工程３‐１） 

（写真３ 既設の木製段差を歩く児童） 

（写真５ 木製段差の作設工程３‐２） 

（写真６ 木製段差の作設工程３‐３） 



３ 実行結果 

完成後は、森林観察の際に小学生の歩行動作を確認 

しました。その結果、「木製段差の脇を利用する者がな 

かった」「下りる際に手を地面につく者がなかった」「体 

を横向きにして下りる者が少なくなった」「他者の手を 

借りて下りる者がなくなった」など状況は改善されて 

います（写真７）。 

 

 

 

 

 

 

また、雨による影響では、１年後の経過観察でも大 

きな影響は見られませんでした（写真８）。 

この計画は、令和（2022）４年６月から令和（2025）  

７年度末まで約 90m を計画しています。令和（2022） 

４年度から令和（2023）５年度にかけては約 60m 実施 

し 22 基の段差を設置しました。作業への参加者数は 

延べ 29 人です。令和（2024）６年度は残り約 30m を 

計画しています。 

 

 

 

４ まとめ 

歩道に木製段差を設ける際には、以下の３点が主に効果的であることが分かりました。 

（１） 段差は、設置基準がある場合を除き、「蹴上げ」16cm 以下、大人の足のサイズも踏まえ、「踏面」 

30cm 程度が好ましいこと。ただし、地形変更を極力抑えるため地形勾配に合わせることも必要で 

あること。 

（２） 地形に大きな影響を与えない範囲で、周辺にある中小の石を埋め込む工夫により簡易で強固な 

仕組にすること。逆に大きい石は雨などによる別の浸食を進める可能性があること。 

（３） 可能であれば、地域の林内地形の特徴や利用者の動向などに詳しい森林ボランティア団体等と 

連携し、知恵を出し合いながら修繕の工夫を重ねること。 

令和（2024）６年度においても、高尾山国有林を楽しく安全に利用できるよう、引き続きボラ

ンティア団体等と連携しつつ歩道整備などを進めてまいります。 
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